市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 26 年 2 月 議決 分 ) 
平成 26 年 3 月 10 日 現在 





市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 2 月 21 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 、 
環境 大 臣 、 復 興 大 臣 

【 件 名 】 放 射 能 汚染 対策 の 早急 な 取組 み を 求め る 意見 書 


























東日本 大 震 災 に 伴う 東京 電力 福島 第 一 原子 力 発 電 所 事 逆 に より 発生 し た 放射 性 物質 
に よる 汚染 問題 は 、 発 生か ら 3 年 を 経過 し よう と し て いる 今日 に お いて も 一 向 に 進展 が 
見 られ ず 、 市 民生 活 の 不安 と 農林 畜産 業 を は じ め と する 地域 産業 へ 大 き な 影 響 を 与え て 
いま す 。 
原発 事故 前 まで 実施 され て いた 、 側 溝 や 道路 清掃 に より 生じ た 土壌 処理 は 3 年間 滞っ 
て いま す 。 衛 生 面 を は じ め 汚 染 土壌 等 の 安全 確認 を 行う 仮 置場 設置 が 必要 と な る た め 住 
民 に 対し 説明 会 を 開催 し て お り ま す が 、 用 地 問 題 等 で 難航 し 住民 合意 は 困難 な 状況 が 続 
いて いま す 。 
また 、 山菜 類 の 出荷 制限 が 長引く 状況 の も と 、 地場 産業 に 対す る 影響 を 考慮 し 、 必要 
最小 限 の 制限 と な る よう 制度 の 見 直し が 急務 で ある と 考え られ ます 。 

これ ら の 間 題 は 原子 力 発電 所 事故 に 起因 する も の で あり 、 国 の 責任 の も と で 解決 され 
な けれ ば な ら な いも の で あり ます 。 多く の 市 民 が 不安 を 抱え て いる と いう 実態 を 直視 
し 、 迅速 か つ 積 極 的 な 対策 に 乗り 出す よう 、 次 の 事項 に つい て 特段 の 対策 を 講ず る よう 
要望 し ます 。 













































































































































































































































































記 
1 現場 保管 で き な い 道路 側溝 の 除去 土壌 等 の 仮 置 場 設置 場所 の 選定 に つい て 、 国 有 
地 の 提 供 を 含め 、 国 の 責任 に お いて 速やか に 進め る こと 。 
2 山 葉 類 の 出荷 制限 に つい て 、 地域 の 特性 や 実情 を 配慮 し 、 必要 最小 限 の 区 域 制限 
と する こと 。 




















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
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